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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

回次
第12期
第１四半期

累計（会計）期間

第13期
第１四半期

累計（会計）期間
第12期

会計期間
自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

売上高 （千円） 487,942 465,808 1,926,406

経常利益 （千円） 115,237 28,961 279,314

四半期（当期）純利益 （千円） 68,505 13,838 161,418

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － －

資本金 （千円） 1,477,525 1,477,525 1,477,525

発行済株式総数 （株） 63,349 63,349 63,349

純資産額 （千円） 2,722,052 2,661,394 2,744,796

総資産額 （千円） 3,169,101 3,173,577 3,402,064

１株当たり純資産額 （円） 44,582.16 45,229.51 46,079.92

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 1,118.10 233.20 2,675.97

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － 233.00 －

１株当たり配当額 （円） － － 1,000

自己資本比率 （％） 85.9 83.9 80.7

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 69,479 △27,968 352,583

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △13,621 △30,207 △88,581

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △51,045 △87,424 △133,531

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 2,483,280 2,460,592 2,616,817

従業員数 （名） 64 68 67

（注）１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載を省略しております。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第12期及び第12期第１四半期累計（会

計）期間については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　　

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

　　

４【従業員の状況】

提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数（名）     68（13）

（注）　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（アルバイト、パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みま

す）は、（　）内に当第１四半期会計期間の平均雇用人員を外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績及び受注状況

　当社は、遠隔型マネジメント教育を主たる事業としており、提供するサービスの性格上、生産及び受注という形態

をとっていないため、記載しておりません。

　

(2）販売実績

　　当第１四半期会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。　

セグメントの名称
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同四半期比（％）

マネジメント教育サービス 376,843 ―

経営コンテンツメディアサービス 79,694 ―

その他 9,270 ―

合計（千円） 465,808 ―

（注）１　セグメント間の取引については相殺消去しております。

２　相手先別の販売実績が、総販売実績に対し10％以上のものはありません。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。　

　　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

　　

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　　

EDINET提出書類

株式会社ビジネス・ブレークスルー(E05524)

四半期報告書

 4/25



４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1）経営成績の分析

　当第１四半期会計期間におけるわが国経済は、新興国の経済回復にともない輸出産業の企業業績が回復傾向にあ

るなど一部で景気回復の兆しがみられるものの、雇用・所得環境は依然として厳しく、また南欧諸国の財政危機に

起因する金融市場の変動など先行不透明な状況が続いております。 

　このような状況のなか「世界に通用する人材を育成」すべく実践的な教育プログラムと独自の遠隔教育システム

の開発、充実に努めてまいりました。

　当社は、文部科学省より設置認可された「ビジネス・ブレークスルー大学（以下、ＢＢＴ大学） 経営学部」が

第１期の入学者となる春期生の定員を充足し、平成22年４月に開学いたしました。第１期の入学者数は230名となり

計画どおり順調な立ち上がりとなりました。

　各教育プログラムにつきましては、雇用・所得環境を背景とする個人の節約志向の高まりから、毎月開講している

ＢＢＴ大学オープンカレッジ講座等の一部に個人からの申込数が減少するなどの影響がありました。一方、法人向

け教育サービスにつきましては、概ね前年度並みに推移いたしました。

　また、当社が独自開発する遠隔教育システム「AirCampus」のインストール版並びにWeb版の継続開発を進めると

ともに、多忙な社会人や受講生の受講環境に対するニーズに応えるため、平成22年５月には、アップル社のiPod

Touch等の携帯端末専用のアプリケーション「AC mobile for iPhone」を開発し、受講生に無償提供を開始いたし

ました。

　なお、前年同期四半期会計期間は、為替差益41百万円を営業外収益に計上しておりましたが、当第１四半期会計期

間では、為替差損10百万円を営業外費用に計上しております。

　以上の結果、当第１四半期会計期間における売上高は、465百万円（前年同四半期比4.5%減）、営業利益は38百万円

（前年同四半期比46.4%減）、経常利益は28百万円（前年同四半期比74.9%減）、四半期純利益は13百万円（前年同

四半期比79.8%減）となりました。

　

セグメント区分別の状況につきましては以下のとおりであります。

①　マネジメント教育サービス

　マネジメント教育サービスの売上高は376百万円となりました。平成22年４月に開学したＢＢＴ大学の第１期の入

学者が計画どおり順調な立ち上がりとなったものの、ＢＢＴ大学オープンカレッジ講座等の一部において個人から

の受講申込数が減少するなど、売上高に大きく影響しました。

 

②　経営コンテンツメディアサービス

　経営コンテンツメディアサービスの売上高は79百万円となりました。卒業生、修了生を対象に、受講したコンテン

ツの視聴延長や当社サービスを特別価格にて提供する有料会員サービスが順調に推移したことによるものであり

ます。

　

EDINET提出書類

株式会社ビジネス・ブレークスルー(E05524)

四半期報告書

 5/25



(2）財政状態の分析

(資産)

　当第１四半期会計期間末における流動資産は、前事業年度末に比べて226百万円（7.7％）減少し、2,711百万円と

なりました。これは主に、仕掛品が10百万円増加したものの、現金及び現金同等物が156百万円、売掛金が67百万円、

前払費用が12百万円それぞれ減少したことによるものであります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて１百万円（0.4％）減少し、462百万円となりました。これは主に有形固定資産

が３百万円減少したことによるものであります。

　この結果、総資産は、前事業年度末に比べて228百万円（6.7％）減少し、3,173百万円となりました。

(負債)

　当第１四半期会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べて145百万円（22.1％）減少し、512百万円とな

りました。これは主に未払配当金が10百万円増加したものの、未払法人税等が70百万円、前受金が43百万円及び未払

費用が32百万円減少したことによるものです。

(純資産)

　当第１四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べて83百万円（3.0％）減少し、2,661百万円と

なりました。これは主に四半期純利益が13百万円であったものの、剰余金の配当59百万円及び自己株式の取得37百

万円があったことによるものです。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ156百万円

減少し、当第１四半期末には2,460百万円となりました。当第１四半期会計期間における各キャッシュ・フローの状

況とそれらの要因は次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果使用した資金は、27百万円（前年同四半期は69百万円の獲得）となりました。これは主に税引前四

半期純利益が25百万円、売上債権の減少額が64百万円であったものの、法人税等の支払額71百万円、前受金の減少額

43百万円があったことによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ16百万円増加し、30百万円となりました。これは主に無形固定資

産の取得による支出19百万円及び有形固定資産の取得による支出8百万円によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は、前年同期に比べ36百万円増加し、87百万円となりました。これは主に自己株式の

取得による支出37百万円及び配当金の支払い49百万円によるものであります。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課

題はありません。

　

(5）研究開発活動

　該当事項はありません。

　　

EDINET提出書類

株式会社ビジネス・ブレークスルー(E05524)

四半期報告書

 6/25



第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

並びに重要な設備計画の完了はありません。

　また、当第１四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 150,000

計 150,000

　

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月２日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 63,349 63,349
東京証券取引所

（マザーズ）

単元株制度を採用し

ておりません。

計 63,349 63,349 － －

（注）　提出日現在の発行数には、平成22年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は、含まれておりません。

　　

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権等は次のとおりであります。

　

旧商法第280条ノ20及び旧商法第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権

①　平成16年６月28日定時株主総会及び平成16年６月28日取締役会決議
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区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 362

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,810

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
自 平成18年７月16日

至 平成22年７月15日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,000

資本組入額　25,000

新株予約権の行使の条件 （注）１、２

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　新株予約権発行後、株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
1 　

分割・併合の比率 　

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当り払込金額　

新株式発行前の時価 　

既発行株式数＋新規発行株式数 　

２　新株予約権の行使条件

(1）新株予約権者は、以下の区分に従って、発行された新株予約権の一部又は全部を行使することが可能とす

る。なお、行使可能な新株予約権数が１個の新株予約権数の整数倍でない場合は、端数を四捨五入し、１個

の新株予約権数の整数倍とする。

①　発行日から２年が経過した日から３年目までは、発行新株予約権数の５分の２について権利を行使す

ることができる。

②　発行日から３年が経過した日から４年目までは、発行新株予約権数の５分の３に至るまで権利を行使

することができる。

③　発行日から４年が経過した日から５年目までは、発行新株予約権数の５分の４に至るまで権利を行使

することができる。

④　発行日から５年が経過した日から６年目までは、発行新株予約権数の総数について権利を行使するこ

とができる。

(2）新株予約権者が、当社の取締役、監査役又は使用人の地位に基づき新株予約権の割当を受けている場合、そ

れら何れの地位も失った場合、その保有する新株予約権は即時失効する。但し、当社又は当社の子会社の取

締役もしくは監査役を任期満了により退任した場合、又は定年退職その他正当な理由のある場合はこの限

りでない。また、新株予約権者が当社に対する支援者としての地位（取締役会により支援の関係を認めら

れたことによる地位）に基づき新株予約権の割当を受けている場合、権利行使時においても、当社に対す

る支援者の地位が継続していることを要す。新株予約権者は、当社に対する支援の関係が消滅したと当社

が認めて対象者に通知をした場合、その者の権利は即時失効する。
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(3）相続人による権利行使

①　取締役、監査役、使用人の場合

新株予約権者が死亡した場合において相続人が未行使の本新株予約権を承継し、行使することにつき

当社の取締役会の承認を得た場合、新株予約権者の相続人は、本新株予約権の全部又は一部を行使す

ることが出来る。但し、新株予約権者が、当社所定の書面により当社に対し相続人による権利行使を予

め希望しない旨を届け出た場合は、この限りではない。

②　貢献者等、当社に対して支援の関係にある者の場合

支援者としての地位に基づき新株予約権を割り当てられた者につき、その者が死亡した場合には、そ

の者の権利は即時失効するものとする。

(4）この他の条件は、株主総会および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

３　平成17年10月14日開催の取締役会決議により、平成17年10月31日付で株式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。　

　

②　平成17年６月28日定時株主総会及び平成17年６月28日取締役会決議

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成22年６月30日）

新株予約権の数（個） 982

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,910

新株予約権の行使時の払込金額（円） 50,000

新株予約権の行使期間
自 平成19年７月15日

至 平成27年７月14日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　50,000

資本組入額　25,000

新株予約権の行使の条件 （注）１、２

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡、質入その他一切の処分は認めないものとする。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（注）１　新株予約権発行後、株式分割、株式併合を行う場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１

円未満の端数は切り上げる。

調整後払込金額＝調整前払込金額×
1 　

分割・併合の比率 　

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）を行う場

合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。

　

調整後払込金額＝調整前払込金額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当り払込金額 　

新株式発行前の時価 　

既発行株式数＋新規発行株式数 　

２　新株予約権の行使条件

(1）新株予約権者は、以下の区分に従って、発行された新株予約権の一部又は全部を行使することが可能とす

る。なお、行使可能な新株予約権数が１個の新株予約権数の整数倍でない場合は、端数を四捨五入し、１個

の新株予約権数の整数倍とする。

①　発行日から２年が経過した日から３年目までは、発行新株予約権数の５分の２について権利を行使す

ることができる。

②　発行日から３年が経過した日から４年目までは、発行新株予約権数の５分の３に至るまで権利を行使

することができる。

③　発行日から４年が経過した日から５年目までは、発行新株予約権数の５分の４に至るまで権利を行使

することができる。
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④　発行日から５年が経過した日から10年目までは、発行新株予約権数の総数について権利を行使するこ

とができる。

(2）新株予約権者が、当社の取締役、監査役又は使用人の地位に基づき新株予約権の割当を受けている場合、そ

れら何れの地位も失った場合、その保有する新株予約権は即時失効する。但し、当社又は当社の子会社の取

締役もしくは監査役を任期満了により退任した場合、又は定年退職その他正当な理由のある場合はこの限

りでない。また、新株予約権者が当社に対する支援者としての地位（取締役会により支援の関係を認めら

れたことによる地位）に基づき新株予約権の割当を受けている場合、権利行使時においても、当社に対す

る支援者の地位が継続していることを要す。新株予約権者は、当社に対する支援の関係が消滅したと当社

が認めて対象者に通知をした場合、その者の権利は即時失効する。

(3）相続人による権利行使

①　取締役、監査役、使用人の場合

新株予約権者が死亡した場合において相続人が未行使の本新株予約権を承継し、行使することにつき

当社の取締役会の承認を得た場合、新株予約権者の相続人は、本新株予約権の全部又は一部を行使す

ることが出来る。但し、新株予約権者が、当社所定の書面により当社に対し相続人による権利行使を予

め希望しない旨を届け出た場合は、この限りではない。

②　貢献者等、当社に対して支援の関係にある者の場合

支援者としての地位に基づき新株予約権を割り当てられた者につき、その者が死亡した場合には、そ

の者の権利は即時失効するものとする。

(4）この他の条件は、株主総会および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で

締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。

３　平成17年10月14日開催の取締役会決議により、平成17年10月31日付で株式１株につき５株の株式分割を行っ

ております。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

　　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　　 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 63,349 － 1,477,525 － 1,043,923

　　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

①【発行済株式】

　 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　3,783
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　59,566 59,566 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 63,349 － －

総株主の議決権 － 59,566 －

　

②【自己株式等】

　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

（自己保有株式）

㈱ビジネス・ブレークスルー

東京都千代田区

六番町１番７号
3,783 － 3,783 5.97

計 － 3,783 － 3,783 5.97

（注）　当第１四半期会計期間末日現在における所有自己株式は4,507株で、発行済株式総数に対する所有株式数の割合

は7.11％であります。

　　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

　
５月

　
６月

　
　

　
　

　
　

最高（円） 56,000 55,000 53,900 　 　 　

最低（円） 47,300 40,300 48,000 　 　 　

（注）　株価は、東京証券取引所市場（マザーズ）におけるものであります。

　　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期

レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,460,592 2,616,817

売掛金 120,920 187,925

仕掛品 77,531 67,498

貯蔵品 769 647

前払費用 44,595 57,034

繰延税金資産 2,676 8,940

その他 5,758 837

貸倒引当金 △1,664 △1,904

流動資産合計 2,711,179 2,937,796

固定資産

有形固定資産

有形固定資産 ※1
 170,621

※1
 173,826

無形固定資産

借地権 84,671 84,671

商標権 3,885 4,057

特許権 1,159 1,203

ソフトウエア 149,495 133,220

電話加入権 1,335 1,335

ソフトウエア仮勘定 10,122 24,921

無形固定資産合計 250,670 249,409

投資その他の資産

投資有価証券 14,100 12,100

差入保証金 25,019 28,269

繰延税金資産 1,933 610

その他 53 53

投資その他の資産合計 41,105 41,033

固定資産合計 462,397 464,268

資産合計 3,173,577 3,402,064

負債の部

流動負債

買掛金 2,621 4,376

未払金 8,304 20,790

未払費用 95,507 127,971

未払法人税等 8,512 79,421

未払消費税等 4,160 5,373

未払配当金 13,709 3,700

前受金 362,450 406,021

預り金 14,679 5,783

奨学還付引当金 1,700 3,300

その他 537 529

流動負債合計 512,183 657,268

負債合計 512,183 657,268
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,477,525 1,477,525

資本剰余金 1,125,045 1,125,045

利益剰余金 280,081 325,808

自己株式 △221,257 △183,582

株主資本合計 2,661,394 2,744,796

純資産合計 2,661,394 2,744,796

負債純資産合計 3,173,577 3,402,064
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 487,942 465,808

売上原価 154,621 160,599

売上総利益 333,321 305,208

販売費及び一般管理費 ※1
 262,407

※1
 267,208

営業利益 70,914 38,000

営業外収益

受取利息 2,806 1,418

為替差益 41,536 －

その他 62 460

営業外収益合計 44,406 1,879

営業外費用

為替差損 － 10,725

支払手数料 82 192

営業外費用合計 82 10,918

経常利益 115,237 28,961

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,000

特別損失合計 － 3,000

税引前四半期純利益 115,237 25,961

法人税、住民税及び事業税 48,534 7,182

法人税等調整額 △1,801 4,940

法人税等合計 46,732 12,123

四半期純利益 68,505 13,838
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 115,237 25,961

減価償却費 16,463 18,316

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 3,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 205 △239

受取利息 △2,806 △1,418

売上債権の増減額（△は増加） 20,476 64,170

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,266 △10,155

仕入債務の増減額（△は減少） △1,646 △1,755

未払費用の増減額（△は減少） △8,011 △32,463

前受金の増減額（△は減少） △21,085 △43,571

未払消費税等の増減額（△は減少） 3,170 △1,213

その他 △25,167 21,356

小計 98,102 41,989

利息の受取額 2,588 1,082

法人税等の支払額 △31,210 △71,040

営業活動によるキャッシュ・フロー 69,479 △27,968

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,216 △8,374

無形固定資産の取得による支出 △10,454 △19,832

投資有価証券の取得による支出 △950 △2,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △13,621 △30,207

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △13,603 △37,867

配当金の支払額 △37,442 △49,556

財務活動によるキャッシュ・フロー △51,045 △87,424

現金及び現金同等物に係る換算差額 40,260 △10,624

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45,072 △156,225

現金及び現金同等物の期首残高 2,438,208 2,616,817

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,483,280

※1
 2,460,592
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．会計処理基準に関する事項の変更 　資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計

基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日)を適用しており

ます。

　これにより、営業利益及び経常利益は、それぞれ250千円、税引前四半期純利

益は3,250千円減少しております。

　　

【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

　　

【四半期財務諸表の作成に特有の会計処理】

当第１四半期会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　該当事項はありません。

　

【追加情報】

当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更）

　貯蔵品　

　貯蔵品について従来、最終仕入原価法による原価法によっておりましたが、当第１四半期会計期間より先入先出法によ

る原価法に変更いたしました。

　これは、大学開学に伴う貯蔵品の継続購入を契機として、より正確な在庫管理を行うことにより、期間損益の適正化を図

るために行ったものであります。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、損益に与える影響はありません。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額 246,098千円 ※１　有形固定資産の減価償却累計額 240,270千円

　　

（四半期損益計算書関係）

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費の主なもの ※１　販売費及び一般管理費の主なもの

広告宣伝費 25,208千円

販売促進費 4,746千円

役員報酬 23,058千円

給与手当 82,110千円

法定福利費 9,836千円

地代家賃 17,736千円

業務委託費 19,386千円

支払手数料 34,649千円

減価償却費 9,005千円

貸倒引当金繰入額 205千円

その他 36,464千円

広告宣伝費 24,508千円

販売促進費 13,594千円

役員報酬 22,867千円

給与手当 86,731千円

法定福利費 10,735千円

地代家賃 17,736千円

業務委託費 16,911千円

支払手数料 19,469千円

減価償却費 10,133千円

その他 44,519千円

　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,483,280千円

現金及び現金同等物 2,483,280千円

　

現金及び預金 2,460,592千円

現金及び現金同等物 2,460,592千円
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（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式（株） 63,349

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式（株） 4,507

　

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 59,566 1,000平成22年３月31日平成22年６月30日利益剰余金

　

(2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当四半期会計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　 （千円）

　 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

前事業年度末残高 1,477,5251,125,045325,808△183,5822,744,796

当第１四半期会計期間末までの変動額 　 　 　 　 　

剰余金の配当 － － △59,566 － △59,566

四半期純利益 － － 13,838 － 13,838

自己株式の取得　※ － － － △37,674△37,674

当第１四半期会計期間末までの変動額合計 － － △45,727△37,674△83,402

当第１四半期会計期間末残高 1,477,5251,125,045280,081△221,2572,661,394

※　平成22年５月及び６月に市場から37,674千円を取得いたしました。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。　　

　当社の事業の種類別セグメントはサービスの性質及びサービスの提供方法に基づいて、「マネジメント教

育サービス」「経営コンテンツメディアサービス」の２つに区分されております。

　「マネジメント教育サービス」は保有コンテンツと遠隔教育システムをベースに商品化された目的別のプ

ログラムをインターネットや衛星放送を活用し、提供するものであります。

　「経営コンテンツメディアサービス」は経営コンテンツを複数の媒体（マルチメディア）で配信するサー

ビスであります。

　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       当第１四半期累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年６月30日）

　 　（単位：千円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計 調整額

四半期
損益計算書
計上額
(注)２　

マネジメン
ト教育サー
ビス

経営コンテン
ツメディア
サービス

計

売上高        

外部顧客への売上高 376,84379,694456,5379,270465,808 － 465,808
セグメント間の内部
売上高又は振替高

5,460 2,510 7,97012,80820,778△20,778 －

計 382,30482,204464,50822,078486,587△20,778465,808

セグメント利益 19,06118,55237,613 386 38,000 － 38,000

　　（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、書籍の出版に係る印税収

　　　　　　　入等を含んでおります。

　　　　　２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

　　　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

（追加情報）

　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。　
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（１株当たり情報）

１　１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

45,229.51円 46,079.92円

　

２　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1,118.10円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 －

１株当たり四半期純利益金額 233.20円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 233.00円

（注）１．前第１四半期累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期損益計算書上の四半期純利益（千円） 68,505 13,838

普通株式に係る四半期純利益（千円） 68,505 13,838

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式の期中平均株式数（株） 61,269 59,343

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定に用

いられた四半期純利益調整額の主要な内訳（千円）
－ －

普通株式増加数（株） － 51

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式

について前事業年度末から重要な変動がある場合の

概要

－ －

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成21年８月３日
株式会社ビジネス・ブレークスルー
取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ
　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 井　上　雅　彦　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 長　島　拓　也　　印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ビジネス・ブレークスルーの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第12期事業年度の第

１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期累計期間(平成21年

４月１日から平成21年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビジネス・ブレークスルーの平成21

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書　
　

　

平成22年８月２日
株式会社ビジネス・ブレークスルー
取締役会　御中

　

有限責任監査法人トーマツ
　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 井　上　雅　彦　　印

　

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士 郷右近　隆　也　　印

　

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ビジネス・ブレークスルーの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第13期事業年度の第

１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期累計期間(平成22年

４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計

算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に

対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一

般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手

続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ビジネス・ブレークスルーの平成22

年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　

以　上

　

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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